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１．開催日時　：　2013年７月９日（火） 14：00～15：50
２．開催場所　：　機械振興会館地下３階　Ｂ３－９会議室
３．出 席 者　： （順不同・敬称略）　　
会　　員　　　
藤野　裕司
株式会社データ・アプリケーション　
特別会員
石垣　　充
一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会
会　　員     
菅野　修一
小島プレス工業株式会社

会　　員
河野　祐一
住友化学株式会社

会　　員　　　
高橋　　朗　　
株式会社データ・アプリケーション　

会　　員　　　
黒渕　達也　　
株式会社データ・アプリケーション　

会　　員
遠城　秀和
NTTデータシステム技術株式会社
会　　員
竹内　正人
ITホールディングス株式会社(株式会社インテック)
会　　員
吉田　　敦
ITホールディングス株式会社(株式会社インテック)

会　　員　
谷川　伸司
キヤノンソフトウェア株式会社
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事 務 局　
菅又　久直
サプライチェーン情報基盤研究会
　

事 務 局　
坂本　理枝
サプライチェーン情報基盤研究会
　
出席者16名　
４．議事概要　

４－１．自己紹介およびタスクフォースリーダー選出　
・2013年度第１回会議に際し、出席者の自己紹介および名簿（Msg2013-1-02）の確認を行った。

・本年度当TFリーダーの選出を行い、株式会社データ・アプリケーション藤野裕司氏が、全出席者の賛成を得て前年度に続き再任された。

　
４－２．2012年度成果と2013年度活動計画　
・2012年度成果として、当ＴＦの目的、活動範囲、2012年度活動の各概要を、資料（MSG2013-1-03）スライド１～３によりリーダーが説明した。
・同資料スライド４により、2012年度当ＴＦの活動計画、活動内容、活動成果の各概要をリーダーが報告した。
・同スライド５により、当ＴＦの2013年度～2015年度ロードマップの概要をリーダーが説明した。
・2013年度活動計画に関し同スライド６～12により、活動方針、活動内容､グローバルメッセージング基盤構築ガイドラインの構成と活動の進め方をリーダーが説明した。
・スライド９のとおり2013年度分野別グループとして､①企業のグローバルIT戦略、②ネットワーク、③セキュリティ、④アプリケーションの各グループを設け、これらのうち、①企業のグローバルIT戦略グループの活動についてはそのテーマ上、国際連携TFに担当願うこととし了解を得ている旨報告があった。
・スライド７上記ガイドラインの「目次－１（１.作成にあたって､ ２．目的､  ３．グローバルEDIの位置づけ､ ４．通信方式、 ５.セキュリティ仕様、　６．法的枠組、　７.サービス機能）」の４．～７.に関し、スライド17の当ＴＦ本年度会議スケジュールに沿い活動を行う上記②～④各グループのリーダー、現時点の各グループのメンバーおよび活動事項が示された。
・スライド８の「目次－２（８.導入と保守、９.運用規約とサービスレベル）」については､上記４.～７.の調査結果の整理後に､調査を行う。
・資料スライド13の2016年度以降の方向性および理想とするメッセージング基盤について説明があった。　
・以上に関し、質疑応答、意見交換を行った。：

(問)　EDIサービスプロバイダーの海外というのは、どこを想定しているのか。

(答)　当ＴＦとして当初から、まずアジアを目指すということだが、どこまで動いているか見えていない面もあり、既に動いている欧米の調査も必要と考えている。欧米につながるような方式をアジアでどう展開するのかを見極めて行くことになろう。

(問)　アジア地区のEDIサービスプロバイダーの接続の相手を調べるのは、どのグループになるか。

(答)　通信グループかネットワークグループであろう。　セキュリティグループでも海外の関連情報が集まると考えられるので、そのサービスの情報も生かせよう。

(問)　日本のESPと海外のESPを経由して、どことつなぐのか。

(答)　基本的には海外のESPがテリトリーとしているところになる。
(問)　製造メーカーが生産し輸出する場合、海外の誰とつなぐのか。顧客だけでなく、サプライチェーンの中での、相手国の物流業者等も入るか。

(答)　多くの関係者がおり、どことつなぐかも今年度の調査の対象である。エンドtoエンド(バイヤーtoセラー)の関係と貿易の流れは分けて考える必要があるのではないか。一緒にするとかなり複雑になる。取引の物の流れを調べた結果として、貿易を外し、取引の情報をどうやり取りできるかを当ＴＦの課題とすることになろう。

(問)　実証実験は、日本のESPと海外のESPがつながるかどうか、取引当事者間の使用データの合意が可能かどうかを調べることになるのか。
　(答)　つながる方法があるのかどうかも調べることになる。　GXSに任せてしまえば良いとの考え方では日本のESPが海外に出られないのかということになる。限られたプロバイダーの１人勝ちでなく、サービス価格競争が可能になるよう、つながる方法を協働で探る。　
・エンドtoエンド(バイヤーtoセラー)の間でどうするかをまず狙ってゆく。サプライチェーンに関しては貿易手続、運輸、金融があり、それぞれのネットワークがある。そのつながりがどうかについては、国際連携TFが対象とするテーマになる。４つ（バイヤー／サプライヤー、貿易手続、運輸、金融）の一括した情報連携はどこも扱っていない。
・どこまで必要か等を､TF間で情報･意見交換のキャッチボールをしながら進もうと考える。

(問)　グローバルな対象に、インターネットでなく、ESPとする理由は何か。

(答)　基本的にインターネットを用い、それをカバーしているESPにどういったサービスが出来るかを、ESPが個々ばらばらにではなく、共に探ろうとしている。全銀手順等でのASP間接続では世界に通用せず、ベースはインターネットで行わないと相手国と話が通じない。　　
４－３．グループ作業計画

・2013年度分野別グループの作業計画(案)に関し、各グループのリーダー／リーダー代行よりそれぞれ説明が行われた。

＜ネットワークグループ＞

・ネットワークグループ
の作業計画(案)に関し資料（MSG2013-1-04）スライド１～２により、同グループのリーダーが事項毎の説明を行った。　　
・通信方式のガイドライン化を目指し、広く使われるような通信プロトコルを、１から作るのではなく使えるものを探して採用することとし、当ＴＦ会議スケジュールに示されている９月24日の第２回全体会議までに｢通信プロトコル選定案｣を用意する予定。その選定の後、通信路のセキュリティ仕様を検討する。　
・同説明に関し、質疑応答、意見交換を行った。：
(問)　グループとしてどう進めるのか。９月24日の第２回全体会議までに誰がどこまで行う予定か。

(答)　同日までに少なくとも、ガイドラインのベースにしたいとする通信プロトコル選定は終える予定であり、横の連携が必要になろうことから、セキュリティグループやメッセージのグループとその途中で報告等をし合って連携しながら進めることになる。
(問)　プロトコルとは通信プロトコルのことか。
(答)　メッセージングのプロトコルであり、ebMS Ⅴ2.0かⅤ3.0かASかRNIFかというようなことだ。インターネットのTCP/IPまでは決まっており、その上に乗るメッセージングサービスレイヤーのプロトコルがSOAP か、SOAPの上に何を乗せるかといったことである。

(問)　当社の業務処理は殆どが全銀手順であるが、これも含んでもらえるか。全銀手順は420万契約であり、そのユーザーのことを考えざるを得ない。　利用する側から言うと、XML／EDIの言語はメンテナンスが出来ず使えない。
(答)　通信プロトコルは選定されるかどうか次第だが、企業は現行のシステムを変えたくないと考えており、ESPを通すことにより現行どおりで行けるような接続にすることができるかということになる。技術屋側は、通信プロトコルを選定し接続すればそれで良いと思えるが、ユーザーはそうでないということの貴重な事例である。世界的に見ると、企業と企業が直接やり取りしているのは日本だけで、海外はVAN会社を介して接続を行っており、こうした話は出て来ない。
(問)　ERP同士で行うことによりできるのではないか。
(答)　企業側にERPを利用できるだけの力がある場合でないと難しい。その力が無い所はCSVでというようなことになる。移行しないといけない資産が世の中には沢山あり、プロトコル選定にはそのことを意識するよう要望する。
・ユーザー間のプロトコルと、ESP間のプロトコルを分けて考える必要がある。ユーザー間に関しては基本的に商売上多彩なプロトコルに対応すると考えられる。ESP間のプロトコルの統一化が可能か否かが重要である。
・ユーザー間が金を掛けずに済むようにするためには、ユーザー間プロトコルとESP間プロトコルがあっても、共通に渡す標準ヘッダーのようなものが必要になろうと考える。その情報を使いプロトコルを変換することをグループで考えるよう要望する。
＜セキュリティグループ＞
・セキュリティグループの作業計画(案)に関し、同グループのリーダーに代り資料（MSG 2013-1-05）作成の事務局から説明があった。　
・現時点のメンバー３名の紹介、作業対象４項目の調査の概要と実装ガイドライン策定計画および７月～12月の２か月毎の作業内容の説明があった。
　
・９月の第２回全体会議に調査３項目｢異なる認証局利用者間の認証の仕組（国内外）｣｢国内外の電子データ交換に関わる法制度｣｢金融ネットワークとの連携における技術調査｣の結果報告、11月の第３回全体会議にガイドライン素案報告、11～12月に残る調査項目｢海外ネットワーク展開における国別の考慮点｣を含めたガイドライン原案を作成し３月初旬の第４回全体会議にその報告を行うとの予定が示された。
・国内外ともに法制度に関しては、電子商取引に関わる法制度と貿易に関わる法制度とがからみ合い、書類に対する取決め等輸出入特有のものがある。電子商取引に関わる証拠能力といった問題は一般的であるが、貿易に関わる法制度は難しく、突っ込んだ検討は容易ではないと思われる。

・上述説明に関し、質疑応答、意見交換を行った。：

(問)　調査項目３の「TC68（ファイナンシャル・サービスに関わるISO技術委員会）におけるセキュリティ要件の整理」に関してだが、国内もISO／TC68に準じるのか。

(答)　標準という意味では、国内で可能なものには国際規格に対応する方向である。金融関連では(一般社)全国銀行協会が対応している。金融情報処理システムに関する調査等を担当している部署で、銀行システムを作る際のセキュリティを扱う。当グループのセキュリティは広く安全性についてのガイドラインを目指す。詳細な指針を示すのではなく、現状どうなっているか、銀行内で定められているセキュリティ策等を示す。銀行間のシステムセキュリティ等は確立しているが、銀行と企業の間の標準化は進んでおらず、20年位前に決められた全銀手順があるだけである。
・産業界と金融業界とは分断されていると言える。　金融EDIについては、企業の経理部門と銀行の窓口がやり取りするファームバンキングを行っているだけで、産業界で流れている商流情報は金融業界では一切流れていない。TC68でやっていることは、産業界と金融業界を通した内容で､どうすれば良いかを検討しているようだが､全世界で活用されている事例はまだ無いようである。　ISO 20022を使用しているのは日本だけのようで、それも銀行間でどうするかを決めたという段階である。金融業界内だけで、産業界には出て来ていない。金融業界と産業界の連携は国内外ともまだできていない。
(問)　欧州で電子インボイスが使用されているのではないか。

(答)　SEPA（Single EURO Payment Area）で昨年検討を行っていたので、これから開始するのではないか。

・ISO／TC68の国内委員会会議において、海外では日本は進んでいると言われていると聞き、驚いたことがある。

(問)　中国の認証局やＰＫＩの情報はあるか。データ暗号化のソフトウェアの使用に関し、そのソフトウェアの認証を受けるとの中国側の要件があり、当社ではその手続に従っている。中国のＰＫＩの情報を取るチャンネルはあるか。中国では暗号化には都度伺をたて、このソフトウェアを使用して暗号化したとの証明書を持っていることが求められ、いつPCの差押えを受けるかわからないという状況がある。　データの持込みと持出しには必ずその証明書を付けることになる。証明書が無いと、暗号化された文書－記録媒体は没収される。そのため、どのツールで暗号化しているとの文書を付けている。

(答)　暗号化ソフトだけが問題ではなく、暗号化されたものの証明無での持込みと持出しを禁じているのであろう。中国は情報規制を暗に掛けているので、見て内容が判る場合は良いが判らない時は没収ということであろう。暗号化文書、暗号化ソフト、その認証局という各問題を見る必要があるのではないか。

(問)　どうすれば長期的に大丈夫になるかを知りたい。中国側の規制は地区により異なり、そういう情報をSIPSが収集してサイトに掲出できれば有用であろう。

(答)　情報を取るチャンネル等を調べてはみたい。

(問)　国内外の認証に関する調査は、主要な国々の状況についての情報を収集、整理して比較等を行うのか。
(答)　エンドユーザーからすると認証は一つに見えるが、暗号化ソフト、認証局等、個別の規制があるので、基本的にその仕組みを調査し、特に認証局について調べる予定。その中の事項として暗号化文書の持込み／持出しに関する規制がどうなのか等の情報を収集し、法制度の整理を行う。実態が判らないためインターネットによる当該情報の検索を行い、収集、整理する。国により政府レベルで公式に出されているものがあれば、その報告が可能になる。認証の仕組みの概略は一般に知られているが、誰が認証し、認証局がある場合にどうするか等の全体のアーキテクチャを示し、項目毎にどうなるかを、認証と法制度の両部分に分けて整理する。

＜アプリケーショングループ＞
・アプリケーショングループの作業計画(案)に関し、同グループリーダー代行から口頭説明があった。

・打合が出来ていない部分があり、この２日後にグループ打合の予定であるとし、以下の現時点でのイメージを説明した。：　
当TFで目指す方向に沿い、アプリケーションレベルでのメッセージの送信に関し、トレース等をエンドユーザーがどうできるのかということ等がある。実際に現在できるレベルのことを考えることが前提であるので､サービス機能の目次化されているものとして、交換される情報の形式を把握し､相互に接続､交換するために、どういった交換機能が必要か、どの文字コードを押える必要があるか等を整理する予定である。送信したものについて、実際届いたかを確認するようなことまでは含めない。

・２日後の打合で決めることになるが、グローバルEDIを実際に行っている２～３の企業にヒアリングに行くことを考えている。GXSやDALなどから、実際にあるビジネスメッセージ、EDI形式を教えてもらい、そこでサービスプロバイダーとして出来ていること、出来ていないことを教えてもらった上でスライド７の目次のグループ担当項目の元ネタを整理して行く。スケジュールとしては、９月下旬のTF会議には調査した結果のサマリーが提示できればと思っている。　
・国際的に既に決まっている標準メッセージ等の必要性や、関連アプリケーション・パッケージの実績等の情報も網羅することを考えている。
・同説明に関し、質疑応答、意見交換を行った。：

(問)　ベンダー企業から取る情報として、GXS、DALが出ているが、NICも加えてはどうか。特に旧花王グループの1200社程のプロトコルの変換を行っていた実績から、どのようにしていたかを知ることができるのでは。
(答)　変換ソフトウェアEDIパックを使用して中で変換していた。
(問)　EDIパックの基本的考え方がどうなのかを知りたい。変換ソフトウェアが多数存在していても、1000社のうち毎日のように２～３社がメッセージの仕様変更をした場合、そのメンテナンスをどう行うのかが問題と考える。
(答)　人が行う。　花王やパルタックは、ファイル数2000～3000種をやり取りし、メッセージ数が多く、固定長である。DALでは64種のメッセージがあるが、毎日のように変更があり、コストが掛っている。
・グループでは、どちらかというと国際の方向でメッセージを見たいと考える。どれ位の相互変換が必要なのか等を調べる予定である。
・企業とESP、ESPとESPというのは、条件が必ずしも同じではなく、アプリケーションレベルでの変換が必要な際にESP間でそれを扱うというのは悩ましい問題である。
・国内だけのEDIで異なる部分は､自社と他社のどちらかにあわせれば良いが､海外との間では送信する時に１度変え、相手方から返って来る時にもう１度変えるという２度の変換の可能性がある。その変換の数は見えない。

・変換に関しては、付加サービスの仕分けの整理は必要であろう。変換は片側をスルーのサービスにすると言うような、相互の協議、調整も可能であろう。　企業で行うかESPが行うか、また、相手国のESPが行うかということもあり、そのことをこのグループで示すことは可能かもしれない。

・国内ESPと海外ESPをつなげないという懸念があるが、海外のネットワークの複雑性をどこまで知ることができるかということもある。

・セキュリティかアプリケーションかということがある。ESPはセキュリティを図りメッセージングの暗号化が必要になる場合があるが、その場合はトランスレーションができなくなる。ESPを複数渡って行くと、ポイント毎にデータが見えてしまう。仲介を通すことでそうなるのであれば、企業としてはエンドtoエンドの直接接続のほうが良いということになるのではないか。

・その点をテクニカルに考えようとすると難しくなる。各ESPの信用の問題に関わる。サービスプロバイダーの通信の秘密厳守責任に暗号化・復号化も含む訳であり、インターネットは現在では通信業者を経由してつながっていて、企業内の通信はその企業の責任だが、企業から出るときには100％通信業者の責任になるということを明記することが必要であろう。

・トランスレーションなどでメッセージが変われば、認証ができなくなる。　暗号化と言っても、コンフィデンシャリティ－秘密－だけでなく､メッセージが途中で変われば認証が出来ず、署名が出来なくなる。

・重要なデータを暗号化して送信する場合、ESPによるトランスレーションサービスをユーザーは放棄する必要がある。　
・ユーザーは「認証－デジタル署名」はしたい。それにより改竄していないということを示せる。トランスレーションは改竄ということになる。
・実際にユーザーがトランスレーションを頼む時は、認証も依頼する。

・PAA（Pan Asia e-Commerce Alliance）の場合、PAAフォーマットに変えて署名する方式であり、フォーマットは全てPAA版にし、必ずデジタル署名で認証を行っている。

・ユーザーは自身で署名する場合にはPAAフォーマットに自分で変換を行って、最初にESPに送り、トランスレータを使う必要がある。

・ESPを信用して平文のCSVで渡し、暗号化までを依頼する。殆どをPAAの局がPAA標準に変換し署名している。局同士でやり取りし、外部には出ない。国内法で言えば、PAAを通すとトランスレーションを掛けているため、オリジナルの発注書の電子文書では無い状態になる。

・基本的に､機密を保つ時は改竄されたくないということだけでなく､オリジナル文書は税務署の監査対象になるということがある。相手に送った発注書原本か否かが重要になる。

(問)　書類に署名し、改竄されていない保証をする認証と、データをフォーマッティングし相手のコンピュータで読み取るデータ通信とを当グループで扱うということか。
(答)　データ処理と認証、データ処理の記録・アーカイブおよびデジタル署名は、法規制がからむと必須のものである。デジタル署名の場合は、電子データに対し適切な署名がされていれば、それらデータは認証されていると見なされる。電子データを作るのはテクノロジーの話だが、それをどう解釈するかは法律で、各国の法律は、ある程度は共通しているが異なる懸念があり、その調査を当グループで行う予定。当ＴＦのグループ間で各検討内容の整合性等を図りながら進める。

・現時点の各グループの方向が定まったことから、リーダーが今回会議の出席者および欠席者で所属グループ未定の各位に所属の確定を要望し、グループ毎に今後の進め方や日程等を本日会議の残る時間で話し合うよう要請した。委員名簿により下記構成が了解された｡ 欠席者については、所属グループの確認を当会議後図ることを打合せた。
総　　括：　　　
藤野

ネットワーク：　
竹内､高橋､菅野､吉田､谷川､琴賀岡　　
（６名）
セキュリティ：　
木戸(趙)、遠城、石垣、事務局　　　
（４名）

アプリケーション：　
須田、栗田、黒渕、川内　　　　　
（４名）

オブザーバー：　
河野、武山
・各位に、所属グループにおいてそれぞれ打合等を行うよう、リーダーより協力要請がなされた。
４－７．今後の予定　

・今年度テーマ別グループの活動日程はグループ毎の協議により定めることとし、当TF会議の下記スケジュール（資料03スライド17）を確認した。


第２回ＴＦ全体会議
　９月２４日（水）　１４:００～　

第３回ＴＦ全体会議
１１月１９日（火）　１４:００～　

第４回ＴＦ全体会議
２０１４年３月上旬　１４:００～　

　
配布資料 一覧：　
MSG 2013-1-01　第1回メッセージング基盤TF議事次第

MSG 2013-1-02　メッセージング基盤TF委員名簿
MSG 2013-1-03　2013年度メッセージング基盤TF活動計画
MSG 2013-1-04　ネットワークグループ活動計画
MSG 2012-1-05  セキュリティグループ活動計画

MSG 2012-1-06　アプリケーショングループ活動計画
以 上
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